
熊本県市町村職員研修職員取扱要綱 

  （趣旨）  

第１  この要綱は、市町村職員の資質を向上し、勤務能率の増進を図り、もって市町村

行政の民主的かつ能率的な運営を期するため、市町村職員の実務研修（以下「研修」

という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。  

  （研修の方法）  

第２  研修は、この要綱に基づき市町村長から推薦のあった職員（以下「研修職員」と

いう。）を知事部局の関係ある部課に勤務させ、その実務を通じて研修を行うものとす

る。  

  （研修の期間）  

第３  研修の期間は、２年以内の期間とし、知事と研修職員を派遣する市町村長（以下

「派遣市町村長」という。）がその都度協議して定める。  

  （研修職員の身分の取扱い） 

第４  研修職員は、研修期間中熊本県職員の身分を併せて有するものとする。  

２  研修職員の身分の取扱いについては、知事と派遣市町村長があらかじめ協議して定

めるものとする。  

  （給与等の負担区分）  

第５ 研修期間中における研修職員の給与は、派遣市町村が負担するものとする。ただ

し、県の用務に伴う時間外勤務手当、休日勤務手当及び宿日直手当は、県が負担する

ものとする。  

２ 研修期間中における県の用務に伴う研修職員の旅費は、県が負担するものとする。た

だし、赴任旅費、帰任旅費及び企業誘致に関する業務への従事に伴う旅費は、派遣市

町村が負担するものとする。  

３ 県は、前項ただし書の旅費（赴任旅費及び帰任旅費を除く。）について、研修職員一人

につきそれぞれ原則として年額５００，０００円の範囲内で執行するものとする。  

 （勤務時間及び服務等）  

第６  研修職員の勤務時間その他の勤務条件及び服務については、県職員に関する法令

等の規定を適用するものとする。  

  （分限及び懲戒）  

第７  研修職員の分限及び懲戒については、知事と派遣市町村長が協議して行うものと

する。  

  （公務災害補償）  

第８  研修職員の県の用務における公務上の災害及び通勤災害の補償の手続等について

は、知事が行うものとする。  



 （健康管理等）  

第９ 研修職員の健康診断を含む健康管理等については、派遣市町村の関係規程に基づき

派遣市町村が適切に措置するものとする。  

  （研修職員の推薦）  

第１０  研修職員を派遣しようとする市町村長は、次の基準のいずれにも該当する者の

中から選考し、市町村職員研修職員派遣推薦書（別紙様式）に関係書類を添付の上、

申請するものとする。  

(1) 勤務成績が優秀であって、将来市町村の幹部職員になるにふさわしい者であるこ

と。  

(2) 原則として年齢満３５歳未満であり、かつ、高等学校卒業程度以上の学力を有する

者であること。  

(3) 市町村の職員として４年以上（大学卒業者にあっては２年以上）勤務している者で

あること。ただし、技術職員については、この限りでない。  

  （研修職員の決定）  

第１１  知事は、研修職員の推薦があったときは、これを審査して適当と認める者を研

修職員として決定するものとする。  

２  知事は、前項の規定により研修職員を決定したときは、当該研修職員の配置される

所属、研修の期間等を定め、その旨を当該派遣市町村長に通知するものとする。 

   （勤務状況の通知）  

第１２  知事は、研修職員の勤務状況を毎月派遣市町村長に通知するものとする。  

  （その他）  

第１３  この要綱に定めるもののほか、必要がある事項については、その都度知事と派

遣市町村長が協議して定めるものとする。  

   附  則  

  この要綱は、昭和４０年９月６日から施行する。  

      附  則（昭和５３年地第１５２２号）  

  この要綱は、昭和５３年２月２１日から施行する。  

      附  則（昭和５５年地第１８８５号）  

  この要綱は、昭和５５年３月６日から施行する。  

      附  則（平成２年地第２８８号）  

  この要綱は、公布の日から施行し、平成２年４月１日から適用する。  

      附  則（平成７年地第３００９号） 

  この要綱は、平成７年４月１日から施行する。        

附  則（平成１０年市町村第１９１８号）  



  この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。  

      附  則（平成１３年市町村第１６０５号）  

  この要綱は、平成１３年１０月２５日から施行する。  

      附  則（平成１５年市町村第２７６８号） 

  この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。  

     附  則（平成１９年市町村第１９９６号） 

  この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。  

   附  則（平成２０年市町村第１１１６号） 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

   附  則（平成２１年市町村第６３５号） 

  この要綱は、平成２１年６月２９日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。  

     附  則（平成２１年市町村第１２０８号） 

  この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  

附  則（平成２９年市町村第１００５号） 

この要綱は、平成２９年１１月８日から施行する。  

附則（令和３年市町村第１３１１号） 

この要綱は、令和３年２月２４日から施行する。 

附  則（令和５年市町村第１２８７号） 

この要綱は、令和６年２月１６日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



研修（別紙様式） 

 

市町村職員研修職員派遣推薦書 

 

熊本県市町村職員研修職員取扱要綱第１０の規定により、次の職員を研修職員として推

薦します。 

 

年  月  日 

 

市町村長 

 

熊本県知事        様 

 

 

１ 職員の氏名 

 

 

２ 添付資料 

（１）研修希望調書 

（２）当該職員の人事・給与記録の写し（任意様式） 

※ 最終学歴の記載を入れること。 

 

３ その他特記事項 

 

 

 

 

  

 


